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ト ッ プ メ ッ セ ー ジ

中期経営計画「ES・C2025」を着実に実行し、
高付加価値ビジネスの創出をさらに加速させて収益性の向上を目指します

　株主の皆様には日ごろより格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　第172期における当社グループを取り巻く事業環境は、欧米や中国
の経済が回復局面に入っており、企業収益や設備投資は持ち直しに
転じ、緩やかではありますが雇用・所得環境も回復の兆しが見え始めて
おりました。

　しかしながら、新型コロナウイルス感染症は、流行の波が繰り返す
事態により、収束の目途は立たず、半導体や各種部材不足、素材の
高騰等が長期化しており、国内経済の回復は鈍化する中、ロシア・ウク
ライナ情勢等、先行き不透明な状況が続きました。

　このような状況下、当社グループは、2021年度より5ヵ年中期経営
計画『ES・C2025（エレクトロニクスソリューションズ・カンパニー
2025）』をスタートさせ、SDGsへの取り組みを通じて、社会課題の解
決に貢献できる「エレクトロニクスソリューションズ・カンパニー」となる
ことを目指しております。

　中期経営計画「ES・C2025」では、システムやサービスの開発、販売
によって、製造業分野、物流・倉庫分野、医療・ヘルスケア分野、ビルマネ
ジメント分野、社会インフラ分野といった今後も成長が期待できる分野
の取り組みを強化し、新たなビジネスチャンスを生み出し、当社企業
価値の向上と社会課題の解決につなげてまいります。

　また、技術力を高め、お客様に高付加価値を提供するシステム・ソ
リューションビジネスの展開を図るため、グループ一丸となった取り組
みはもとよりパートナー企業との連携を強化し、「お客様に喜ばれ・社会
に役立つ」企業となることを目指します。

　当社グループの理念である「よきものづくりに支えられた健全で活力
ある社会の発展への貢献」を全うすることで、今後も当社グループの
持続的な成長を実現してまいります。

　株主の皆様におかれましては、引き続きご支援を賜りますようお願い
申し上げます。

代表取締役社長　本橋 伸幸



決 算 ダ イ ジ ェ ス ト

セグメント別の実績と売上高の推移

売 上 高

100,834
百万円

前年度比増減額
 7,395百万円 

営 業 利 益

2,846
百万円

前年度比 6.5% 

経 常 利 益

3,055
百万円

前年度比 8.4% 

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,922
百万円

前年度比 17.1% 
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売 上 高 23,317百万円 前年度比増減額9,370百万円 

経常利益 175百万円 前年度比増減額233百万円 

インフラ

売 上 高 27,151百万円 前年度比3.5% 

経常利益 1,169百万円 前年度比増減額102百万円 

情 通・デ バ イス

売 上 高 36,843百万円 前年度比3.8% 

経常利益 1,458百万円 前年度比増減額394百万円 

F Aシ ス テ ム

売 上 高 13,521百万円 前年度比2.0% 

経常利益 84百万円 前年度比増減額53百万円 

ビ ル 設 備

※2022年3月期の期首より、収益認識に関する基準を適用しており、売上高につきましては、当該会計基準適用前の実績値に対する増減額で記載しております。

※2022年3月期の期首より、収益認識に関する基準を適用しており、売上高につきましては、当該会計基準適用前の実績値に対する増減額で記載しております。



連 結 財 務 デ ー タ
お よ び 主 な 経 営 指 標

配当に関する基本方針

▶最新情報やさらに詳しい情報は当社のWebサイトの株主・投資家情報ページをご覧ください。
　https://www.kanaden.co.jp/ir/

2017年
3月期

2018年
３月期

2019年
３月期

2020年
３月期

2021年
３月期

2022年
3月期

主な経営成績（単位：百万円）

売上高 122,984 122,058 123,337 126,519 108,229 100,834

営業利益 4,330 4,755 4,465 3,688 2,672 2,846

経常利益 4,385 4,854 4,617 3,785 2,819 3,055

親会社株主に帰属する当期純利益 2,943 3,193 3,253 3,416 2,319 1,922

総資産 81,383 77,869 86,801 81,011 77,299 78,548

純資産 41,119 43,091 43,224 44,710 44,517 45,571

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,428 △3,307 4,334 4,827 △19 3,607

投資活動によるキャッシュ・フロー △73 △411 △2,187 △1,029 778 △511

財務活動によるキャッシュ・フロー △982 △1,749 △2,618 △1,220 △3,055 △1,047

1株当たりデータ（単位：円）

純資産 1,364.06 1,453.60 1,517.60 1,568.54 1,659.45 1,710.93

当期純利益 97.64 106.08 110.05 119.88 82.85 71.80

配当金 32 32 39 42 29 26

主な指標

自己資本比率（％） 50.5 55.3 49.8 55.2 57.6 58.0

ROA（総資産経常利益率）（％） 5.4 6.1 5.6 4.5 3.6 3.9

ROE（自己資本当期純利益率）（％） 7.4 7.6 7.5 7.8 5.2 4.3

PER（株価収益率）（倍） 11.0 13.8 10.7 10.4 14.6 13.8

配当性向（％） 32.8 30.2 35.4 35.0 35.0 36.2

　当社は、堅実性と成長性を併せ持った「健全経営」を確実に推し進
めていくため、将来の事業展開と企業体質の強化に必要な内部留保を
確保しつつ、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つ
と認識し、連結配当性向35％を基準指標に、安定した配当の維持継続
に努めてまいります。
　なお、2023年3月期の年間配当は、前期比8円増配の年間34円の予
想としております。
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ソリューション営業部を新設
　当社は、2022年4月よりソリューション技術本部内に業種別マーケティングに基づいてお客様の新規開拓を図る
ソリューション営業部を新設いたしました。
　成長業種として5業種（素材、化学、食品、飲料、半導体）及び成長分野をターゲットとし、デジタルマーケティング・
インサイドセールスと連携した営業手法を確立させ、お客様の課題を解決するソリューション提案を行い、実績を積
み上げて段階的にアカウント営業組織への発展を図ることにより、中期経営計画ES・C2025最終年度には、売上高
50億円の創出を目指してまいります。
　

ト ピ ッ ク ス

株主優待制度変更のお知らせ
　当社の株主優待制度は、継続保有期間に応じて株
主優待の内容を設定しておりましたが、今般当社株
式への投資魅力をより高めることを目的に、この継
続保有期間を見直すとともに、贈呈の回数を年1回
から2回に改めました。
　今回の変更は、2022年9月30日現在の株主名簿
に記載された株主様より実施させていただきます。

オートモーティブワールド  東京国際カーエレクトロニクス技術展  出展
　当社は、2022年1月19日～21日に東京ビッグサイトで開催された
自動車関連企業が集う展示会に出展いたしました。
　半導体・デバイス分野で取り組みを強化している、中国HONGFA社

（メカリレー）、台湾SUNON社（軸流ファン）、韓国KEC社（パワー半
導体）、中国JHD社（液晶パネル）、台湾WIESON社（車載ケーブル）、
台湾PRIMAX社（運転監視カメラ）の海外6社製品を展示し、多くの
方にご来場いただきました。今後も進化が続く自動車分野への取り組
みを強化してまいります。

保有株式数

実施基準日
3月31日 9月30日

継続保有期間
1年未満 1年以上 1年未満 1年以上

100株以上
1,000株未満 500円分 1,000円分 500円分 1,000円分

1,000株以上 1,000円分 3,000円分 1,000円分 3,000円分

既存事業部の集中領域 ソリューション技術本部の拡大領域

ソリューション技術部の連携 ソリューション営業部のミッション

成長業種及び成長する新規E/U開拓

既存顧客（コンポーネント販売）当　期

ES・C
2025
戦略

既存顧客（コンポーネント販売）

既存顧客（ソリューション販売）

既存・新規顧客（ソリューション販売）

新規開拓E/U 新規開拓E/U

対応/リソース
優先順位付け

アップセル・クロスセル
優先順位付け

白地企業
業種ターゲティング

稼ぐ・攻めのソリューションビジネスを展開事業部+ソリューション技術部連携強化

ソリューションビジネスの拡大イメージ

■ 以下の区分により、クオカードを贈呈



〈問い合わせ先〉総務部
〒104-6215 東京都中央区晴海1-8-12 トリトンスクエアZ棟
03-6747-8800　https://www.kanaden.co.jp

  会社概要（2022年3月31日時点）

商 号 株式会社カナデン

設 立 1907年 5 月15日：神奈川電気合資会社創立

1912年12月18日：神奈川電気株式会社設立

1990年10月 1 日：株式会社カナデンに商号変更

資 本 金 55億7,625万円

従業員数 876名（連結）

  株式の状況（2022年3月31日時点）

発行可能株式総数 90,000,000株

発 行 済 株 式 総 数 28,600,000株

単 元 株 式 数 100株

株 主 数 18,658名

大 株 主

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（％）

三菱電機株式会社 7,204 27.05
カナデン取引先持株会 2,957 11.10
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,756 6.59
カナデン従業員持株会 1,001 3.76
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 751 2.82
三菱倉庫株式会社 656 2.46
明治安田生命保険相互会社 600 2.26
東京海上日動火災保険株式会社 455 1.71
DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 407 1.53
ＴＨＥ ＨＯＮＧＫＯＮＧ ＡＮＤ ＳＨＡＮＧＨＡＩ ＢＡＮＫＩＮＧ
ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ ＬＩＭＩＴＥＤ ‒ ＨＯＮＧ ＫＯＮＧ ＰＲＩＶＡＴＥ
ＢＡＮＫＩＮＧ ＤＩＶＩＳＩＯＮ ＣＬＩＥＮＴ Ａ/Ｃ ８０２８－３９４８４１

396 1.49

所 有 者 別 株 式 分 布

自己名義株式 6.87%

外国法人等 8.48%金融機関 14.22%

金融商品取引業者 0.8%

個人・その他 37.12%その他の法人 32.51%

  役　　員（2022年6月21日時点）

取 締 役 社 長（ 代 表 取 締 役 ） 本 橋 　 　 伸 幸

常 務 取 締 役 　 守 屋 　 　 　 太

常 務 取 締 役 　 井 口 　 　 明 夫

取 締 役 （ 社 外 ） 　 永 島 　 　 義 郎

取 締 役 （ 社 外 ） 　 伊 藤 　 　 弥 生

取 締 役 （ 社 外 ） 　 今 戸 　 　 智 恵

取 締 役 　 森 　 　 　 寿 隆

取 締 役 三 枝 　 　 裕 典

監 査 役 （ 常 勤 ） 　 境 　 　 　 晴 繁

監 査 役 （ 社 外 ） 　 山 村 　 　 耕 三

監 査 役 （ 社 外 ） 　 野 見 山 　 　 豊

監 査 役 （ 社 外 ） 　 一 法 師 　 信 武

執 行 役 員 　 塚 田 　 　 和 弘

執 行 役 員 　 北 田 　 　 智 博

執 行 役 員 　 小 笠 原 　 浩 史

執 行 役 員 　 小 山 　 　 英 登

執 行 役 員 　 杉 原 　 　 健 二

執 行 役 員 　 八 倉 巻 　 弘 樹

執 行 役 員 　 安 諸 　 　 晴 夫

執 行 役 員 　 黒 田 　 　 暢 彦

執 行 役 員 　 谷 川 　 　 　 彰

※当社は、自己株式を1,964,405株保有しておりますが、上記大株主か
らは除外しております。

※持株比率は自己株式（1,964,405株）を控除して計算しております。

株 主メモ
事業年度	 毎年4月1日から翌年3月31日まで
期末配当金受領株主確定日	 3月31日
中間配当金受領株主確定日	 9月30日
定時株主総会	 毎年6月
株主名簿管理人	 三菱UFJ信託銀行株式会社
同連絡先	 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社	証券代行部
	 東京都千代田区丸の内1-4-5
	 TEL. 0120-232-711（通話料無料）

	【郵送先】	
	 〒137-8081	新東京郵便局私書箱第29号
	 三菱UFJ信託銀行株式会社	証券代行部
公告掲載方法	 電子公告により行う。

（ただし、事故やその他やむを得ない事由によっ
て電子公告ができない場合には、日本経済新聞に
掲載して行う。）


